
「立川市物価高騰関連緊急対策」

令和５年12月20日

令 和 ５ 年 1 2 月 2 0 日
総合政策部企画政策課
財 務 部 財 政 課



「物価高騰関連緊急対策」

今般のエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響等を踏まえ
「『立川市物価高騰関連緊急対策』」としてとりまとめ、国の地
方創生臨時交付金等を活用し、取り組みを進めます。

＊今後、状況変化により内容を変更する場合があります
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物価高騰関連緊急対策 （12号補正‥☆、13号補正‥☆☆）

（1） 保育施設・幼稚園等に対する補助 【都・市事業】
☆☆（補正予算化済 約2,６00万円）

（2） 介護保険サービス事業者物価高騰重点支援事業給付金 【市事業】
☆☆（補正予算化済 約3,500万円）
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→国の地方創生臨時交付金と都の保育所等物価高騰緊急対策事業を活用し、物価高騰に直面す
る保育施設等に対し、エネルギー・食料品価格等の高騰分の支援として補助を行います。

・対象期間：令和５年10月～令和６年３月

・対象施設：認可保育所、地域型保育施設（小規模保育事業、家庭的保育事業）、幼稚園、

認定こども園、企業主導型保育施設、認証保育所

一時預かり事業、定期利用保育事業、病児保育事業

→介護保険サービス事業所（約260事業所）に対し、エネルギー・食料品価格等の高騰分の支
援として、令和５年度上半期に引き続き、サービス類型に応じて１事業所あたり６万円から
60万円の給付金を支給します。

・対象期間：令和５年10月～
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（４） 立川市医療機関等物価高騰支援給付金 【市事業】
☆☆（補正予算案 約4,900万円）

（３） 立川市経営改善緊急支援金 【市事業】
☆☆（補正予算化済 約4,000万円）

→経営上の課題解決に向け、専門家のアドバイスを踏まえた経営改善計画の策定等、経営体制
の強化に向けた取り組みの促進を目的として、緊急的な支援金の給付を行う。

・対 象 ：対象期間に外部の専門家等による経営相談を行って事業運営上の課題解決の取組に着手している、
または、取組を予定している市内中小事業者

・対象期間：令和5年4月1日～令和６年９月30日
・給付金額：事業者の売上規模に応じて、３段階で支給

①10万円（1,000万円未満）、②20万円（1,000万円以上１億円未満）、③30万円（１億円以上）

→市内の医療機関（病院、医療診療所、歯科診療所、保険薬局および施術所、助産所等約６０
０件）に対し、物価の高騰が継続していることを踏まえ、医療機関等にかかる経済的負担の軽
減を図るため、給付金を支給します。

・申請期間：令和５年12月～令和６年２月末

・支給対象と金額：病院（５０万円）、医科診療所（1０万円）、歯科診療所（1０万円）
保険薬局（５万円）、施術所（５万円）、助産所（５万円）

物価高騰関連緊急対策 （12号補正‥☆、13号補正‥☆☆）



→物価高騰の負担感の大きい低所得世帯へ１世帯あたり７万円を支給します。

・対象：非課税世帯 約23,000世帯

・給付方法：①プッシュ型 約20,000世帯

②確認書・申請書提出 約3,000世帯

・給付時期：令和６年１月中旬以降

（５） 住民税非課税世帯等に対する給付金 【国事業】
＜電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金＞ ☆（補正予算化済 約16億3,000万円）
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物価高騰関連緊急対策 （12号補正‥☆、13号補正‥☆☆）


